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４.輸出事業計画の目標達成に向けた支援

・我が国で生産された農林水産物又は食品の輸出のための取組を行う者が、単独で又は共同して、農林水産物又
は食品の輸出の拡大を図るためこれらの生産、製造、加工又は流通の合理化、高度化その他の改善を図る事業に
関する計画（以下「輸出事業計画」という。）を作成し、農林水産省令で定めるところにより、これを農林水産大臣
に提出して、その認定を受けることができる制度です。
・輸出事業計画の認定は、①補助事業の優先採択、公庫による②農林水産物・食品輸出基盤強化資金の借入
れ、施設等の整備に対する③所得税、法人税の特例措置の利用などの要件となります。

輸出事業計画の認定制度とは
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輸出にチャレンジする事業者を資金面から強力に後押しするため、制度資金を創設。
ポイントは、
① 輸出促進を目的に、多用途にわたって有利に融資を受けられる独立の資金。
② 非食品の品目もカバーし、長期運転資金や海外子会社への転貸も可能にするなど多様なニーズに対応。
③ 償還期限は25年以内で大規模投資にも対応可能。

②農林水産物・食品輸出基盤強化資金

農林水産物・食品の輸出拡大に向けて、５年間の割増償却措置を講じ、設備投資後のキャッシュフローを改善することで、事業
者の輸出拡大のための活動を後押し。

③所得税、法人税の特例措置の利用

輸出事業計画の認定を受けた者は、当該計画に基づく取組を進めるに当たって、以下のリンク先にて公表する事
業を活用する場合には、採択時に優先採択等を受けることができます。
URL：https://www.maff.go.jp/j/shokusan/export/gfp/gfpglobal.html（農林水産省リンク）

①補助事業の優先採択

https://www.maff.go.jp/j/shokusan/export/gfp/gfpglobal.html


東海地区の輸出事業計画の認定一覧
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東海地域で輸出事業計画の認定を受けている事業者は以下の48社です。（令和２年６月～令和５年１月現在）

県 【正式名称】実施主体 品目 県 【正式名称】実施主体 品目

1 三重県 三重みかん輸出産地形成プロジェクト 温州みかん 25 三重県 オーケーズデリカ株式会社 冷凍総菜、冷凍弁当（ごはん）

2 愛知県 豊橋糧食工業株式会社 大麦加工品 26 岐阜県 有限会社舩坂酒造店 ウイスキー

3 愛知県 愛知県・一般社団法人名古屋コーチン協会 名古屋コーチン（鶏肉） 27 愛知県 株式会社南部食鶏 鶏肉

4 愛知県 尾張製粉株式会社 小麦粉等及びミックス粉 28 愛知県 相生ユニビオ株式会社 ウィスキー

5 岐阜県 飛騨ミート農業協同組合連合会 飛騨牛 29 愛知県 ひまわり農業協同組合 花き（バラ）

6 岐阜県 岐阜県農林水産物輸出促進協議会 柿・いちご 30 三重県 あづまフーズ株式会社 水産加工品

7 岐阜県 森白製菓株式会社 米菓 31 愛知県 愛知県食品輸出研究会 加工品全般

8 愛知県 愛知みなみ農業協同組合 切り花 32 三重県 三重県醤油味噌工業協同組合 醤油

9 岐阜県 飛騨ミート農業協同組合連合会コンソーシアム 牛肉 33 岐阜県 栄光堂ホールディングス株式会社 菓子・飲料

10 愛知県 合資会社野田味噌商店 味噌 34 三重県 伊賀越株式会社 天然醸造醤油

11 愛知県 三栄鶏卵GPセンターコンソーシアム 鶏卵 35 三重県 有限会社萩村製茶 茶（抹茶・てん茶）

12 三重県 伊勢茶輸出プロジェクト 茶 36 愛知県 東海食品輸出コンソーシアム 酒、加工食品

13 愛知県 丸トポートリー食品株式会社コンソーシアム 鶏肉 37 三重県 丸原水沢製茶株式会社 茶

14 愛知県 あいち海部農業協同組合 れんこん 38 愛知県 日東醸造株式会社 白醤油・しろたまり、白醤油加工品

15 愛知県 株式会社愛てん 茶 39 愛知県 七福醸造株式会社 白だし

16 愛知県 春日井製菓株式会社 菓子（グミ） 40 愛知県 イチビキ株式会社 味噌・醤油

17 愛知県 佐藤醸造株式会社 味噌、醤油 41 愛知県 ナカキ食品株式会社 こんにゃく加工品

18 三重県 三重県漁業協同組合連合会 ぶり、まだい 42 三重県 株式会社糀屋 有機醤油・有機味噌

19 愛知県 丸石醸造株式会社 清酒・リキュール 43 愛知県 金印わさび株式会社 加工わさび

20 愛知県 布袋食糧販売株式会社 ミックス粉 44 愛知県 魚錠フーズ株式会社 冷凍加工食品

21 三重県 尾鷲物産株式会社 ぶり 45 愛知県 合資会社林製麺所 冷凍ラーメンキ ット

22 三重県 井村屋株式会社 ロングライフ豆腐、冷凍カステラ 46 岐阜県 岐阜県農林水産物輸出促進協議会 柿

23 三重県 有限会社すぎもと農園 みかん 47 三重県 四日市商工会議所 コメ・酒類・加工食品

24 三重県 ミナミ産業株式会社 大豆加工品 48 岐阜県 伊勢藏株式会社 醤油・味噌



GFP輸出診断の実施及び情報提供とフォローアップFP輸出診断及び情報提
供

〇GFP輸出診断実施回数
（平成30年11月～令和５年３月）

・GFPに登録した事業者を対象に、農政局、東海
管内各県、JETRO等と共同で輸出の可能性を無
料で診断する「輸出診断」を行います。
・現在までに、農林漁業者、加工食品業者で67
件の輸出診断を実施しました。

GFP輸出診断及び情報提供

事業者
実施回数
（回）

合計 67

農林漁業者 17

うち農業者 14

うち漁業者 3

加工食品業者 50

うち酒造業者 9

・輸出事業計画の認定を受けた輸出事業者に対
し、農政局チームが輸出目標達成に向けたフォロー
アップを行います。
・令和4年度は、農林水産物、加工食品の品目で
29件のフォローアップを実施しました。

輸出産地のフォローアップ

〇輸出産地のフォローアップ実施回数
（令和４年４月～令和５年３月）

品目
延べ実施回数
（回）

合計 29

農林水産物 22 

うち農産物 20 

うち水産物 2 

加工食品 7 

うち酒類 1 
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・株式会社パン・パシフィック・インターナショナルホールディングス（以下、「PPIH」と
いう。）と管内各県の輸出促進担当部署や各県食品輸出研究会と意見交換を
実施し、管内産品の輸出促進に向けた関係を構築しました。
・PPIHは、令和４年10月21日から11月13日まで香港の９店舗において東海フ
ェアを開催しました。東海フェアでは、管内の各県や食品輸出研究会から提案され
た加工食品が対象商品として選定され、実際に香港の店舗で販売されました。

5.金融機関や地域商社等との連携強化による新たな商流の構築

PPIHとの連携

PPIHとは
➢ 本年４月11日に農林水産省よりGFPアンバサダーとして認定。
※GFPアンバサダーとは、 GFP （農林水産物・食品輸出プロジェクト）を活用し輸出に成功している優良事業者

➢ アジア（香港、シンガポール、台湾、タイ、マレーシア、マカオ）にて「DON DON DONKI」を40店舗展開。米国にてマルカイマーケット等の店舗を65店
舗展開。

・東海農政局管内の輸出商社の連携を強化するため、令和4年11月から「地域商社等と連携した農林水産物・
食品輸出促進に関する連絡会議」を開催しています。
・連絡会議では、管内からの輸出の拡大、海外の市場開拓に向けた戦略などについて議論を行っています。

管内輸出商社との意見交換

5※第１回～第3回までは令和４年度輸出関連事業等の紹介及び意見交換を実施。

令和５年度 商社等連絡会議 個別テーマ一覧

日時 個別テーマ 日時 個別テーマ

第４回 令和5年2月24日 少量受注への対応 第１０回 令和5年8月18日 食とコラボ－その可能性を探る－

第５回 令和5年3月22日 海外市場開拓の現在と今後の計画 第１１回 令和5年9月26日 伝統的工芸品と食とのコラボ

第６回 令和5年4月20日 有望商談の発掘について～発掘手段、評価ポイント、行政ができること～ 第１２回 令和5年10月26日 新たな有望市場を探る～中国、香港、シンガポール 、 その先へ～

第７回 令和5年5月25日 コロナ後の海外バイヤーとの関係再構築 第１３回 令和5年12月12日
新たな商流構築に向けて～海外見本市への出展、プロモーション等を通じた
販路開拓を探る～

第８回 令和5年6月20日 輸出初心者への対応～食品輸出事業者を育てるには～ 第１４回 令和6年1月24日 包材における海外の環境への取組状況

第９回 令和5年7月25日 国内外展示会への取り組み状況



輸出促進に係る情報提供とセミナーの共催

・管内の地銀８行・信金11行の金融機関や東海税理士会等に対して、改正輸出促進法の金融・税制上の優遇
措置や、当局の輸出促進に向けた取組を紹介し、取引先である食品事業者等への情報提供をお願いしています。
・また、令和４年10月18日に東海財務局主催の地域金融機関向けセミナー「中小企業の海外展開支援につい
て」に参加し、東海地域（静岡県を含む。）の43金融機関に対して、改正輸出促進法等を説明しました。
・百五銀行主催の「農林水産物・食品の輸出に関するセミナー」を後援し、令和４年10月6日に講師及びパネリス
トとして参加するとともに、令和５年2月3日に同行と東海農政局で「東紀州産品輸出促進セミナー」を共催しまし
た。

金融機関及び税理士会への情報提供並びにセミナーの開催
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愛知銀行及び中京銀行との連携に関する協定を締結しました

愛知銀行及び中京銀行と当局は、地域事業者による農林水産物・食品の輸出
の促進に貢献することを目的とし、令和5年1月12日、連携に関する協定を締結
しました。

連携協定を記念し、令和５年2月27日に「ニッポンの美味しいを世界へ。日本
『食』輸 出セミナー＆個別相談会」を開催しました。
当局は、第1部のセミナー及び第2部の個別相談会に参加しました。
【第1部】セミナー
「輸出事業計画のメリット、東海農政局の支援事例」
「ジェトロのサービス（農林水産物、食品輸出関連）のご紹介」
【第2部】個別相談会
東海農政局、アリババ株式会社、名鉄協商株式会社、ジェトロ名古屋

１. 国等の輸出促進に関する施策を地域事業者に普及し、地域事業者の輸出に対
 する機運を醸成する。

２. 輸出を目指す地域事業者に対し、輸出の開始や輸出量の拡大を実現するための 
伴走支援を行う。

３. 輸出商社と連携し、海外における農林水産物・食品の需要を的確に把握するとと      
もに、地域事業者へ伝え、輸出を拡大するためのマッチングを行う。

４. その他輸出に関する事項について、相互に協力を行う。

連携の内容

連携記念セミナー
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輸出に関する協定の締結と連携記念セミナーの開催



今こそMade in Japanを世界へ 輸出セミナー＆個別相談会を開催しました
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愛知銀行及び中京銀行との輸出セミナー＆個別相談会の共催

【第２部】個別相談会

協定の取組みの一環として、愛知銀行及び中京銀行と共催し、令和5年7月
20日に「今こそMade in Japanを世界へ 輸出セミナー＆個別相談会」を開催
しました。また、当局は、第1部のセミナー及び第2部の個別相談会にも参

加しました。

【第１部】輸出セミナー

当局は、「輸出先国・地域の輸入規制について」と題して講義を行いました。
セミナー終了後のアンケートでは、「国別に細かくルールが違ってきますので、自力
で一個一個調べるのが苦痛でしたので大変助かります。」や「食品添加物など、日
本で認可されていても海外は、規制があることを知った。」というコメントをいただきま
した。

希望する事業者を対象に当局含め以下の機関で個別相談会を実施しました。
• 東海農政局
• ジェトロ名古屋
• 名古屋税関
• 中部経済産業局
• ケイラインロジスティックス株式会社
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